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公益財団法人 日揮・実吉奨学会 

2026年度 日本人学生向け給与奨学金 募集要項 

【学生用】 

 

 

募集要項をご確認いただき、当財団の趣旨や内容をご理解の上でのご推薦をお待ちしております。 

 

 

はじめに 

日揮・実吉奨学会は、日揮ホールディングス株式会社の創業社長であった実吉雅郎（さねよし ま

さお）氏の個人遺産を基に1968年に設立されました。実吉氏から寄付された資産の多くは日揮ホー

ルディングスの株式で、この配当金を主たる財源として当財団は運営されてきております。 

実吉氏は生前 40 年の長きにわたってエンジニアリング事業を主宰する中で、自身の財産を供し

て、日本の技術発展と技術者育成に資することを切望され、当財団はこの遺志を忠実に受け継ぎ「理

工系学生への奨学、科学技術研究への助成」を主な事業として運営しております。 

 

1. 奨学金の目的 

健康かつ学業優秀でありながら、経済的理由のため就学が困難な者に奨学金の給付を行い、

将来社会に貢献しうる人財の育成を目的としています。 

 

2. 奨学金の概要 

本奨学金は返済義務のない給付型の奨学金です。 

 

① 給付金学 年額45万円/人 

② 給付対象期間 2026年4月1日～2027年3月31日 

③ 給付方法 奨学金全額を一括して本人名義の金融機関口座へ振込み 

④ 給付予定日    2026年8月中 

  

赤字部分（一部）は大学が加筆
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3. 応募資格 

下記の①～⑪の項目すべてに該当する者。 

① 設立趣旨並びに奨学生の義務を理解している者 

② 日本国籍を有する者 

③ 当財団が指定する大学（別紙1）ならびに大学院に正規生として在学し、理系の対象学位（別

紙 2）を取得予定の学生。学部、修士が対象。専門職学位課程、研究生および聴講生は対象

外。 

④ 2026年4月2日現在の年齢が以下に該当する者で、学部生は2年次以上に在籍する者（学

部1年次は対象外）とする。 

（1）4年制学部の2年次以上に在籍する大学生：23歳以下 

（2）6年制学部の2年次以上に在籍する大学生：25歳以下 

（3）大学院修士課程に在籍する大学院生：25歳以下 

⑤ 大学より推薦を受けた者。 

⑥ 人物・学力ともに優れ、かつ健康である者。 

⑦ 現課程に限らずこれまでの学歴も含め、申請時点で過去に留年していない者。 

⑧ 給付対象期間を通じて現課程に在籍し、在籍大学において通常の修学および学生生活を継

続している者。学外活動による渡航、または３か月以上の学内活動による渡航が予定され

ている者は応募資格の対象外とする。ただし、夏期休暇等の授業期間外の渡航や学会参加

は差し支えない。 

⑨ 経済的支援を必要とする者。 

⑩ 過去に当財団の奨学金へ応募していない者。 

⑪ 日本学術振興会特別研究員、科学技術振興機構、大学独自制度のうち現金が給付される支

援を受けていない者。 

 

・ 他の奨学金（貸与、給付）との併給可。この場合は申請書に内容を記載すること。 

・ 授業料の減免制度との併用可。この場合は申請書に内容を記載すること。 

・ 応募時に取得予定の学位が決まっていない、もしくは取得予定の学位に変更の可能性があ

る学生は応募できません。また別紙2に記載のない所属・学位は対象外です。 

 

4. 募集概要 

① 募集人数  大学担当課に通知の人数 

② 応募締切  大学担当課にて設定 

 

 

 

 

              

学内推薦　4名

学内締切　4月30日（木）
　　　　　　　申請書類一式（写）を奨学支援窓口まで提出

yuisaitama
線

yuisaitama
線
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5. 応募方法 

所定の申請書類一式に必要事項を記入し、必要書類を揃えたうえで、大学からの推薦を受け、大

学担当部門より応募すること。学生から当財団へのお問い合わせや直接応募はできません。 

 

 書類名 データ形式 備考 

1 申請書・口座登録届 Excel PDF化しないこと。 

フォントやセルの大きさを調整しないこと。 

2 推薦書・誓約書 PDF 署名、捺印欄あり。 

3 所得証明書 PDF ・市区町村が発行する公的な所得証明書で、収入額お

よび所得控除額等の記載があるものを提出する。 

・令和6年1月1日から令和6年12月31日までの所

得に基づく証明書とする。 

・生計維持者（原則として父母両方）の証明書を提出

すること。ただし、父母が離婚または死別している場

合は、現在の生計維持者（父または母）のみ提出する

こと。 

【所得証明書とは】 

前年の総所得額または課税額等が記載された、市区町村等の

公的機関が発行する証明書を指す。 

【提出書類として認められないもの】 

・給与所得等に係る特別市民税・県民税・森林環境税 特 

別徴収額の決定・変更通知書（納税義務者用） 

・勤務先から交付される住民税決定通知書 

・源泉徴収票 など 

4 成績証明書 

（GPA4.0 満点換算値の記

載があるもの） 

PDF 1）入学初年度以外の学生 

・現課程における最新の成績証明書を提出 

（2）他大学からの編入生・大学院新入生 

（入学初年度の学生） 

・前課程までの成績証明書を提出 

・厳封された原本を郵送にて提出（開封無効）。 

※締切日までに到着するようご注意ください。 

（3）GPAの記載がない成績証明書の場合 

・GPA証明書を併せて提出すること 

・GPA換算表がある場合は、換算表も併せて提出。 

5 GPA計算表 Excel ※必要な場合は提出ください。 

 

 

学内選考を通過した者については、決定の通知とともに申請書（Excel）データの提出を
依頼しますので、あらかじめご了承ください。

窓口提出時は厳封してください

他大学出身者↓

yuisaitama
ハイライト

yuisaitama
ハイライト
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③ 注意事項 

・ 申請書はすべての事項を正しく入力すること。 

「2026年度 日本人学生向け給与奨学金 申請書記入例」を参照してください。 

・ 空欄や規定の文字数以下の欄がある場合は、書類不備として扱います。 

・ 記入内容に虚偽があると判明した場合には、採用の取り消し、奨学金の返金等の措置

を取る場合があります。 

・ 提出書類に不備がある場合は、不採用となります。当財団から不備のお知らせはしま

せんので、十分に確認したうえでご応募ください。なお、公平を期すため、当財団に

よる提出前確認は実施しておりません。併せて別紙4「よくある申請書の不備事例」を

ご確認ください。 

・ 提出後に書類の修正、変更はできません。 

・ 応募書類の返却はいたしません。 

・ 募集締切後に提出された応募書類および追加書類は、理由の如何を問わず受理しませ

ん。 

 

 

6. 採用および採用後の流れ 

当財団選考委員会にて審査のうえ、採否を決定します。審査結果は、各大学へ7月末から8月

上旬に通知します。大学より応募者へ結果をお伝えください。 

 

4月～ 応募開始 

 大学選考 

 大学から当財団へ推薦 

7月下旬 日揮・実吉奨学会 選考委員会 

7月末～8月上旬 採否結果の通知 

8月中 奨学金の振り込み 

9月～12月 奨学生面談  (別紙3参照) 

年度末～翌年度4月末 成績証明書ならびに卒業・修了証明書の提出 

 

・ 奨学生面談の実施予定日は、別紙 3 にてご確認ください。なお、別紙 3 の予定から面

談実施日が前後する場合があります。あらかじめご了承ください。 

・ 当財団の審査基準ならびに結果に関してのご質問にはお答えいたしかねますので、あ

らかじめご了承ください。 
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7. 奨学生の義務 

  奨学生として採用された場合は、次に定める義務を履行する必要があります。なお、これらの義

務に違反した場合や、後記８項に定める事由に該当した場合は、資格喪失等の対象となることがあり

ます。 

(1) 奨学金は奨学生本人の学資に充て、有効に活用し、学業に励むとともに学生としてふさわし

い生活を送ること。また、社会に貢献する有益な活動を志し、これに努めること。 

本奨学金を貸与奨学金の返済に充てることは認めない。 

(2) 当財団が９月～１２月に実施する面談に参加すること。（別紙３参照） 

詳細は、面談実施の約1か月前までに通知します。必ず出席してください。原則として、面

談を欠席した場合は採用を取り消しの対象となります。 

ただし、社会情勢等により面談が実施されない場合、または当財団により面談出席が免除さ

れた場合には、当財団事務局の指示に従い、所定の手続きを行っていただきます。 

(3) 給付対象期間中に下記の事由が生じた場合は、奨学生は速やかに大学担当課へ届け出るもの

とする。大学担当課は内容を確認のうえ、遅滞なく当財団へ報告するものとする。本奨学金

は大学推薦による応募であることを踏まえ、当財団への報告は大学担当課を通じて行うもの

とする。 

① 休学するとき 

② 留年等、最短修業年限で卒業ができないことが確定したとき 

③ 大学より停学処分を受けた時 

④ 学籍を失ったとき（自主退学、転学等を含む） 

⑤ 他の大学や学部に転学・編入学・転部（科）することが決まったとき 

⑥ 当財団に申請した情報等（氏名、住所、電話番号等）に変更があったとき 

⑦ 本奨学金は、在籍大学所在地における修学および学生生活の支援を目的としていま

す。このため、給付対象期間中は原則として在籍大学所在地において学生生活を継

続することを要件とします。 

給付対象期間中に、日本を出国する学内活動（交換留学、海外派遣、長期研修等）

により在籍大学を３か月以上離れて修学する予定がある場合、または学外活動によ

る渡航が予定されている場合は、本奨学金の対象外とします。 

ただし、大学の授業期間外（夏季・春季休暇等）における渡航や学会参加等の渡航

についてはこの限りではありません。 

⑧ 当財団の奨学金受給を辞退するとき 

 

8. 奨学生の資格喪失・奨学金の返金 

「7. 奨学生の義務」を履行しなかった場合、また下記に該当したときは、当財団が状況を審査

のうえ、資格喪失・給付金返金等の措置を行います。 

① 学業成績または品行が不良であるとき 

② 休学するとき 
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③ 学籍を失ったとき（自主退学、転学等を含む） 

④ 留年等、最短修業年限で卒業ができないことが確定したとき 

⑤ 大学より停学処分を受けた時  

⑥ 併給を認めていない奨学金等の受給があった場合 

⑦ 申請内容に虚偽があることが判明した場合 

⑧ 当財団の奨学金受給を辞退するとき  

⑨ 反社会的勢力と何らかの関わりを有することが判明したとき 

⑩ その他、財団が奨学生として不適当と判断した場合 

 奨学生としての資格を失った場合は、辞退届の提出が必要です。辞退届の書式を当財団よりお送り

します。上記の状況が生じた際には、速やかに大学担当部門より当財団へご連絡ください。 

 

9. その他 

（1） 当財団の奨学金給付は、奨学生の卒業後の進路、就職先その他将来の選択について、い

かなる制約または義務を課すものではありません。 

（2） 選考の過程において、内容確認等のため、必要に応じて追加資料の提出をお願いする場

合があります。 

（3） 就学状況のフォローアップ 

奨学生の就学状況の確認を実施いたします。採用後の面接に加え、年度末には当年度の

成績証明書（GPA記載付）を2027年4月末までに担当部署よりご提出ください。GPA記

載のない成績証明書は、GPA証明書も併せてご提出ください。また卒業・修了年度の場合

は卒業・修了証明書も併せてご提出ください。奨学金給付対象期間中の就学が確認できな

い場合は、または成績不良等により奨学生として適当でないと当財団が判断した場合は、

奨学金を返金いただきます。 

（4） 別紙２「対象学位」の掲載理由に関する個別のお問い合わせにはお答えしておりません。 

 

１０．個人情報の取扱いについて 

応募に際して申請者より提供された個人情報は、当財団の奨学金事の選考・給付・管理等の

業務を遂行するために必要となる業務に限って使用します。ご了承の上ご応募ください。 
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（別紙１） 

 

公益財団法人 日揮・実吉奨学会 

日本人学生向け給与奨学金 指定大学 

（72校 五十音順） 

 

 

秋田大学 茨城大学 岩手大学 宇都宮大学 

愛媛大学 大分大学 大阪大学 大阪公立大学 

岡山大学 お茶の水女子大学 学習院大学 鹿児島大学 

金沢大学 関東学院大学 北見工業大学 岐阜大学 

九州大学 九州工業大学 京都大学 熊本大学 

群馬大学 慶應義塾大学 工学院大学 神戸大学 

埼玉大学 佐賀大学 静岡大学 芝浦工業大学 

上智大学 信州大学 成蹊大学 千葉大学 

千葉工業大学 中央大学 筑波大学 電気通信大学 

東海大学 東京大学 東京海洋大学 東京科学大学 

東京電機大学 東京都市大学 東京都立大学 東京農工大学 

東京理科大学 同志社大学 東北大学 徳島大学 

鳥取大学 富山大学 豊橋技術科学大学 長岡技術科学大学 

長崎大学 名古屋大学 名古屋工業大学 新潟大学 

日本大学 日本女子大学 兵庫県立大学 広島大学 

福井大学 北海道大学 宮崎大学 室蘭工業大学 

明治大学 山形大学 山口大学 山梨大学 

横浜国立大学 立命館大学 琉球大学 早稲田大学 
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（別紙４） 

よくある申請書の不備事例 

申請書でよくみられる誤った記入例です。申請書作成の際に参考にしてください。 

 

１．選択項目が未選択のまま提出されている 

現住所、性別、在籍大学の課程欄、親の住所、親族の状況欄「同居・別居」など、選択が必要な項目があ

ります。該当する内容を必ず選択してください。 

 

２．在籍大学欄の名称が通称、略称で記入されている 

学部・研究科名、学科・専攻名は通称ではなく、正式名称で記入してください。 

 

３．一人暮らしを独立生計と扱っている 

当奨学金における生計維持者とは、学生の学費や生活費を主として負担している者を指し、原則として父

母がこれに該当します。住民票を移し一人暮らしをしている場合でも、独立生計とは認められません。た

だし、児童施設入所、里親の養育、両親の死亡等は独立生計として取り扱います。 

 

４．年収欄の記載金額が誤っている 

年収は、所得証明書に記載されている「給与収入額（総支給額）」をそのまま正確にご記入くださ

い。「給与所得額」などの控除後の金額ではありません。 

また、四捨五入や概算、端数を切り上げ・切り捨てした数値、任意にまとめた金額の記入は認めら

れません。必ず証明書記載の金額を一円単位で一致させて記入してください。 

 

５．奨学生の就学場所に関する誤解 

本奨学金は、在籍大学における修学および学生生活の支援を目的としています。このため、給付対

象期間中は原則として在籍大学所在地において修学していることを要件とします。給付対象期間中

に交換留学や海外派遣等により日本を３か月以上出国し、在籍大学を離れて修学する予定がある場

合は応募対象外とします。学外活動による渡航は、日数を問わず応募対象外とします。ただし、夏

期休暇等の授業期間外の渡航や学会参加は差し支えありません。 

 

６．その他 

生計維持者が海外赴任等により日本の所得証明書を取得できない場合は、赴任先国の公的機関が発

行する収入証明書を代替書類として提出することができます。なお、勤務先等の会社が発行する源

泉徴収票、給与証明書、給与明細等は、所得証明書の代替書類として認めません。また、日本語ま

たは英語以外で発行された証明書については、内容が分かる日本語訳を添付してください。提出書

類は、公的機関名、発行日、収入額等が確認できるものに限ります。 

 




